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(注) 1.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

2.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3.潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期 

第３四半期 
連結累計期間

第38期 
第３四半期 

連結累計期間
第37期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (千円) 3,454,751 4,340,338 4,604,182

経常利益 (千円) 479,681 467,973 510,573

四半期(当期)純利益 (千円) 412,532 257,489 275,273

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 408,236 535,101 449,646

純資産額 (千円) 5,621,253 6,143,583 5,662,663

総資産額 (千円) 7,869,707 8,896,931 7,754,468

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額

(円) 53.29 33.26 35.56

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 71.4 69.1 73.0
 

回次
第37期 

第３四半期 
連結会計期間

第38期 
第３四半期 

連結会計期間

会計期間
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 19.57 26.04
 

２ 【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

 当第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)におけるわが国経済

は、米国経済の回復基調や政府による金融政策等によって、輸出環境には改善が見られるものの、

輸入コストの上昇や新興国経済の減速懸念などから、実体経済の先行きには不透明感が残りまし

た。 

 半導体業界におきましては、デジタル家電等の民生用電子機器での需要は総じて低迷しました

が、スマートフォンやタブレット端末などモバイル端末の需要拡大が継続したことから、引き続き

緩やかな回復基調となりました。   

 このような環境の中、当社グループの半導体製造プロセスの前工程で使われる消耗品につきまし

ては、国内市場の需要は依然として弱いものの、海外市場では主にアジア地域での大型投資が継続

していることから、受注は第２四半期から第３四半期にかけて急速に回復しました。 

 また、売上高も受注の急回復を受け、増産体制も整ったことから第３四半期では期初計画を大幅

に上回り推移しました。 

 損益面につきましては、売上高の増加に伴う増収効果によって第２四半期までの出遅れを挽回

し、営業利益、経常利益は前年同期と比較してほぼ遜色のない水準まで回復しました。四半期純利

益は税務上の繰越欠損金の解消により税負担が正常化したことから、前年同期比で大幅減益となり

ました。  

  以上のことから、当第３四半期連結累計期間の売上高は4,340百万円(前年同期比25.6％増)、営業

利益は455百万円(同0.2％減)、経常利益は467百万円(同2.4％減)、四半期純利益は257百万円(同

37.6％減)となりました。 

  

 セグメント別の受注高等は、次のとおりです。  

  

 半導体事業の10～12月の受注高は直前の四半期(７月～９月)と比較して14.7％増加して2,098百万

円となり、前年同期比では116.1％の増加となりました。これは、主にアジア市場における増産及び

微細化投資の影響を受けたもので、国内市場の低迷を補い４月～12月の累計の受注高は5,062百万円

(前年同期比58.6％増)と好調に推移しました。この結果、第３四半期末の受注残高は1,693百万円と

なり、前年同期比では100.9％の増加となりました。 

 その他の事業の４月～12月の受注高は180百万円(前年同期比18.5％減)となり、受注残高は17百万

円(同23.4％増)となりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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 半導体事業の10～12月の売上高は、第２四半期から第３四半期にかけての受注急回復を受け、直

前の四半期(７月～９月)と比較して58.6％増加して1,894百万円となり、前年同期比では87.9％増と

なりました。４月～12月の累計の売上高は前年同期比29.1％増加して4,162百万円となりました。内

訳としては、石英製品が2,640百万円(前年同期比27.7％増)、シリコン製品が1,521百万円(同31.6％

増)となりました。その他の事業の売上高は178百万円(同22.5％減)となりました。 

 損益面では、半導体事業の売上総利益1,520百万円(前年同期比19.9％増)となり、その他の事業は

15百万円の損失(前年同期は12百万円の損失)となりました。第３四半期に入り売上高が増加したこ

とに伴う増収効果によって半導体事業の売上総利益は前年同期比で19.9％の増益となりましたが、

販売費及び一般管理費が大幅に増加(前年同期比31.3％増)したことから、これを控除した全体での

営業利益は455百万円(前年同期比0.2％減)に止まりました。 

  

 当第３四半期連結会計期間末における資産合計は前連結会計年度末に比べ1,142百万円増加し

8,896百万円となりました。主な要因は受取手形及び売掛金が936百万円、たな卸資産が224百万円そ

れぞれ増加したこと等であります。  

 負債合計は前連結会計年度末に比べ661百万円増加し2,753百万円となりました。主な要因は支払

手形及び買掛金が236百万円、長短借入金が285百万円、未払法人税等が116百万円それぞれ増加した

こと等であります。  

 純資産合計は前連結会計年度末に比べ480百万円増加し6,143万円となりました。主な要因は利益

剰余金が203百万円、為替換算調整勘定が277百万円それぞれ増加したこと等であります。  

  

 当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は79,212千円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。 

  

(2) 財政状態の分析

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,200,000

計 31,200,000
 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 

(平成25年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年２月５日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 7,800,000 7,800,000
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 7,800,000 7,800,000 ― ―
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成25年10月１日～ 
 平成25年12月31日

─ 7,800,000 ─ 829,350 ─ 1,015,260
 

(6) 【大株主の状況】
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(注) 1.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権１個)が含まれ

ております。 

2.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式779株が含まれております。 

3.当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記 

載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており 

ます。 

  

  

該当事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式     59,000

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  7,740,000 7,740 同上

単元未満株式 普通株式      1,000 ― ―

発行済株式総数 7,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 7,740 ―
 

② 【自己株式等】

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 

所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
テクノクオーツ株式会社

東京都新宿区西新宿  
五丁目１番14号

59,000 ─ 59,000 0.75

計 ― 59,000 ─ 59,000 0.75
 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レビューを受けてお

ります。 

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,490,137 1,550,868

受取手形及び売掛金 1,513,252 2,450,199

有価証券 200,000 －

製品 135,665 134,462

仕掛品 286,114 485,436

原材料及び貯蔵品 473,953 499,942

その他 159,768 170,786

貸倒引当金 △1,580 △2,574

流動資産合計 4,257,311 5,289,120

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,100,309 1,171,677

機械装置及び運搬具（純額） 849,952 945,115

土地 985,336 985,336

リース資産（純額） 68,311 62,518

建設仮勘定 179,221 125,870

その他（純額） 46,695 39,848

有形固定資産合計 3,229,826 3,330,366

無形固定資産 50,515 50,994

投資その他の資産   

その他 218,757 228,317

貸倒引当金 △1,942 △1,867

投資その他の資産合計 216,814 226,450

固定資産合計 3,497,157 3,607,811

資産合計 7,754,468 8,896,931
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 236,117 472,255

短期借入金 761,712 854,338

リース債務 16,510 16,087

未払法人税等 60,594 177,407

賞与引当金 74,310 35,101

その他 275,640 340,981

流動負債合計 1,424,884 1,896,170

固定負債   

長期借入金 509,220 702,430

リース債務 56,315 49,831

退職給付引当金 81,156 84,675

役員退職慰労引当金 12,187 17,017

その他 8,040 3,223

固定負債合計 666,920 857,177

負債合計 2,091,804 2,753,348

純資産の部   

株主資本   

資本金 829,350 829,350

資本剰余金 1,015,260 1,015,260

利益剰余金 3,827,643 4,030,951

自己株式 △32,608 △32,608

株主資本合計 5,639,645 5,842,954

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,010 7,755

為替換算調整勘定 15,006 292,874

その他の包括利益累計額合計 23,017 300,629

純資産合計 5,662,663 6,143,583

負債純資産合計 7,754,468 8,896,931
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 3,454,751 4,340,338

売上原価 2,199,315 2,835,053

売上総利益 1,255,436 1,505,285

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 174,805 191,441

賞与引当金繰入額 9,940 12,954

役員退職慰労引当金繰入額 5,194 4,829

退職給付費用 7,771 8,168

その他 601,863 832,726

販売費及び一般管理費合計 799,575 1,050,119

営業利益 455,860 455,165

営業外収益   

受取利息 561 654

受取配当金 1,698 1,948

為替差益 19,723 9,804

その他 19,447 14,003

営業外収益合計 41,430 26,410

営業外費用   

支払利息 17,115 12,206

その他 494 1,396

営業外費用合計 17,609 13,603

経常利益 479,681 467,973

特別利益   

固定資産売却益 224 －

特別利益合計 224 －

特別損失   

固定資産除却損 11,305 2,266

特別損失合計 11,305 2,266

税金等調整前四半期純利益 468,600 465,707

法人税、住民税及び事業税 43,931 204,259

法人税等調整額 12,136 3,957

法人税等合計 56,067 208,217

少数株主損益調整前四半期純利益 412,532 257,489

四半期純利益 412,532 257,489
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 412,532 257,489

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △7,190 △255

為替換算調整勘定 2,893 277,867

その他の包括利益合計 △4,296 277,611

四半期包括利益 408,236 535,101

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 408,236 535,101
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当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 

  

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

減価償却費 243,528千円 288,534千円
 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月15日 
定時株主総会

普通株式 54,181 7 平成24年３月31日 平成24年６月18日 利益剰余金
 

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月20日 
定時株主総会

普通株式 54,181 7 平成25年３月31日 平成25年６月21日 利益剰余金
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Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、理化学機器等の製造・販売等を

含んでおります。 

2.セグメント利益又は損失の調整額は、販売費及び一般管理費であります。 

3.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、理化学機器等の製造・販売等を

含んでおります。 

2.セグメント利益又は損失の調整額は、販売費及び一般管理費であります。 

3.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他  
(注１)

合計
調整額  
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額半導体 計

売上高       

  外部顧客への売上高 3,224,845 3,224,845 229,905 3,454,751 ─ 3,454,751

計 3,224,845 3,224,845 229,905 3,454,751 ─ 3,454,751

セグメント利益又は損失(△) 1,268,328 1,268,328 △12,892 1,255,436 △799,575 455,860
 

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他  
(注１)

合計
調整額  
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額半導体 計

売上高       

  外部顧客への売上高 4,162,129 4,162,129 178,209 4,340,338 ─ 4,340,338

計 4,162,129 4,162,129 178,209 4,340,338 ─ 4,340,338

セグメント利益又は損失(△) 1,520,972 1,520,972 △15,686 1,505,285 △1,050,119 455,165
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

    １株当たり四半期純利益金額 53円29銭 33円26銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益(千円) 412,532 257,489

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 412,532 257,489

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,740,221 7,740,221
 

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年２月５日

テクノクオーツ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテ
クノクオーツ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計
期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から
平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクノクオーツ株式会社及び連結子会社の

平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  木  間  久  幸   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岡     賢  治   

 

 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 


